
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東北地方年金記録訂正審議会 

令和６年６月 12 日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１） 年金記録の訂正の必要があるとするもの ２件 

         厚生年金保険関係 ２件 

    （２） 年金記録の訂正を不要としたもの １件 

         国民年金関係 １件 

          

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 2300176 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 2400008 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における請求期間②及び③の標準賞与額を 40 万円に訂正すること

が必要である。 

請求期間②及び③の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の

規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要で

ある。 

なお、事業主は、請求者に係る請求期間②及び③の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

請求者のＡ社における請求期間①及び④の標準賞与額 40 万円の記録を取り消す

ことが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

        氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 30 年６月 30日 

② 平成 30 年７月 13日 

③ 平成 30 年 12 月 28 日 

④ 平成 30 年 12 月 31 日 

    Ａ社から、請求期間①及び④に賞与は支払われていないので、標準賞与額の記

録を取り消してほしい。また、同社から、請求期間②及び③に賞与の支払いを受

け、当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、当該賞与の年金記録がな

いので、請求期間②及び③の賞与を記録してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①及び④について、Ａ社は、賞与支払年月日を平成 30 年６月 30日及び

同年12月31日とする請求者の健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届（以下「賞

与支払届」という。）を厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に



 

日本年金機構Ｂ事務センターに提出（令和５年５月 17 日受付）したことから、請

求期間①及び④は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基

礎とならない標準賞与額として記録されている。 

しかしながら、請求者がＡ社からの賞与の振込先金融機関であったとするＣ銀行

から提出された流動性取引履歴明細表によると、請求期間①及び④に同社からの振

込は確認できない。 

また、賞与支払届と同様に、Ａ社から提出された賃金台帳においても賞与支払年

月日は平成 30 年６月 30日及び同年 12月 31 日となっているが、当該賃金台帳によ

り確認できる請求者に係る社会保険料等控除後の差引支給額は、上記の流動性取引

履歴明細表により確認できる同年７月 13 日及び同年 12 月 28 日の同社からの振込

額とそれぞれ一致している。 

さらに、上記の賞与支払年月日が相違している理由について、事業主は、通常、

年２回の賞与のうち１回目の賞与は支払月日を６月 30 日、２回目の賞与は支払月

日を 12 月 31 日として賃金台帳を作成しており、平成 30 年も同様に作成し、当該

賃金台帳を社会保険労務士に提出して賞与支払届の作成及び提出を依頼したため、

実際の支払月日と異なった届出となってしまった旨陳述している。 

これらのことから、Ａ社から請求者に対し、請求期間①及び④に賞与が支払われ

ていないことが確認できるため、請求期間①及び④の標準賞与額の記録を取り消す

必要がある。 

請求期間②及び③について、Ａ社から提出された賃金台帳及び上記の流動性取引

履歴明細表によると、請求者は、請求期間②及び③において事業主から 40 万円の

賞与の支払を受け、当該賞与額に見合う標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、請求期間②及び③について、請求者の賞与支払届を年金事務

所に対して提出しておらず、厚生年金保険料について納付していないことを認めて

いることから、年金事務所は、請求者の請求期間②及び③に係る厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、請求期間②及び③に係る厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 2300177 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 2400009 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における請求期間①及び④の標準賞与額 40 万円の記録を取り消す

ことが必要である。 

請求期間②及び③について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準賞与額の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

        氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 30 年６月 30日 

② 平成 30 年７月 13日 

③ 平成 30 年 12 月 28 日 

④ 平成 30 年 12 月 31 日 

    Ａ社から、請求期間①及び④に賞与は支払われていないので、標準賞与額の記

録を取り消してほしい。また、同社から、請求期間②及び③に賞与の支払いを受

け、当該賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、当該賞与の年金記録がな

いので、請求期間②及び③の賞与を記録してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①及び④について、Ａ社は、賞与支払年月日を平成 30 年６月 30日及び

同年12月31日とする請求者の健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届（以下「賞

与支払届」という。）を厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に

日本年金機構Ｂ事務センターに提出（令和５年５月 17 日受付）したことから、請

求期間①及び④は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基

礎とならない標準賞与額として記録されている。 

しかしながら、請求者がＡ社からの賞与の振込先金融機関であったとするＣ銀行

から提出された流動性取引履歴明細表によると、請求期間①及び④に同社からの振

込は確認できない。 



 

また、賞与支払届と同様に、Ａ社から提出された賃金台帳においても賞与支払年

月日は平成 30 年６月 30日及び同年 12月 31 日となっているが、当該賃金台帳によ

り確認できる請求者に係る社会保険料等控除後の差引支給額は、上記の流動性取引

履歴明細表により確認できる同年７月 13 日及び同年 12 月 28 日の同社からの振込

額とそれぞれ一致している。 

さらに、上記の賞与支払年月日が相違している理由について、事業主は、通常、

年２回の賞与のうち１回目の賞与は支払月日を６月 30 日、２回目の賞与は支払月

日を 12 月 31 日として賃金台帳を作成しており、平成 30 年も同様に作成し、当該

賃金台帳を社会保険労務士に提出して賞与支払届の作成及び提出を依頼したため、

実際の支払月日と異なった届出となってしまった旨陳述している。 

これらのことから、Ａ社から請求者に対し、請求期間①及び④に賞与が支払われ

ていないことが確認できるため、請求期間①及び④の標準賞与額の記録を取り消す

必要がある。 

請求期間②及び③について、Ａ社から提出された賃金台帳及び上記の流動性取引

履歴明細表によると、請求者は、請求期間②及び③において事業主から 40 万円の

賞与の支払を受け、当該賞与額に見合う標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（請

求者）が、当該事業主が請求者に係る厚生年金保険の保険料納付義務を履行してい

ないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂

正の対象とすることはできない旨規定されているところ、Ａ社の履歴事項全部証明

書によると、請求者は、平成 25 年６月 13 日の会社成立時から現在まで代表取締役

であることが確認できる上、オンライン記録によると、同社が厚生年金保険の適用

事業所となった同年８月１日から現在まで事業主であることが確認できる。 

また、事業主である請求者の陳述及び同社が決算業務を委託している税理士の回

答により、Ａ社において請求期間②及び③に社会保険事務及び給与計算などの経理

事務を担当していたのは請求者であることが確認できる上、請求者は、請求期間②

及び③の賞与に係る社会保険料が預り金となっていることを令和元年 11 月頃から

知っていたにもかかわらず、令和５年５月 16 日まで賞与支払届を提出しなかった

ことが考えられる。 

さらに、日本年金機構から提出されたＡ社に係る請求期間②及び③より前の期間

の賞与支払届は、いずれも厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅する前

に提出されていることが確認できることから、請求者は、請求期間②及び③の賞与

についても賞与支払届の提出が必要であることを知り得る状態であったと考えら

れる上、賞与支払届の提出を失念したとしても、その後、請求期間②及び③に係る



 

標準賞与額の決定通知書を受領していないこと、厚生年金保険料の納入告知額に請

求期間②及び③の賞与に係る厚生年金保険料が反映されていないこと等により、賞

与支払届が提出されておらず、厚生年金保険料を納付していないことを知り得る状

態であったと考えられる。 

これらのことから、請求者は、厚生年金特例法第１条第１項ただし書に規定され

る「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認

められる場合」に該当すると認められることから、請求期間②及び③については同

法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 2400001 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 2400001 号 

 

第１ 結論 

平成３年４月から平成４年３月までの請求期間については、国民年金保険料を納

付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

        氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成３年４月から平成４年３月まで 

私の年金記録について、年金事務所に確認したところ、請求期間は未加入期間

になっていると言われた。しかし、私は、請求期間当時、Ａ県に居住し県内の大

学生であったが、20 歳以上の大学生が国民年金の強制加入被保険者になること

とされた平成３年４月に、私の父が実家のあるＢ県Ｃ町で国民年金に加入する手

続を行い、請求期間の国民年金保険料を納付したと言っていたので、記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者の改製原附票によると、請求者は、請求者の父親が請求者に係る国民年金

の加入手続を行ったとする平成３年４月当時はＡ県Ｄ市に住所を定めていたこと

が確認できることから、制度上、国民年金の加入手続は住所地の市区町村役場で行

うこととされており、父親が、国民年金の加入手続をＣ町において行い、請求期間

の国民年金保険料を納付することはできない。 

また、請求者に係るＣ町の国民年金被保険者名簿によると、請求者の国民年金被

保険者資格取得年月日は平成８年１月１日と記録されており、国民年金手帳記号番

号払出簿によると、請求者に係る国民年金手帳記号番号（番号１）が同年３月 19

日に払い出されていることが確認できるが、この時点で請求期間の国民年金保険料

は、制度上、徴収する権利が時効により消滅していることから納付することはでき

ない。 

さらに、請求者は年金手帳を２冊所持しており、上記国民年金手帳記号番号（番



 

号１）が印字された年金手帳によると、「初めて上記被保険者となった日」は、平

成８年１月１日と記載されている上、オンライン記録によると、資格処理日は同年

４月 19 日と記録されていることから、請求期間は国民年金の未加入期間となって

おり、未加入期間は国民年金保険料の納付書は発行されないため、請求期間の国民

年金保険料を納付することはできない。 

加えて、上記以外の年金手帳には、国民年金手帳記号番号（番号２）と印字され、

「初めて上記被保険者となった日」が平成３年４月１日と記載されている。しかし

ながら、オンライン記録によると、当該国民年金手帳記号番号は、当該番号の前後

の国民年金手帳記号番号の記録から平成８年１月頃に払い出されたことが推認で

きることから、当該番号が払出された時点では請求期間の国民年金保険料を納付す

ることはできない。 

また、請求者の氏名により、社会保険オンラインシステムでの検索及び年金情報

総合管理・照合システムによるＡ県管内及びＢ県管内を対象とする検索の結果、請

求者に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

このほか、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）はなく、請求期間の国民年金保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 


